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Relational Factors in Having Children 
加藤 春 子
Haruko KA TOH 
ABSTRACT 
Th巴 purposeof this study was to analyz巴 relationalfactors in the decision to have children. Th巴
subjects in this study werel85mothers with children between the ag巴sof zero and six years old. 
The questionna廿巴 usedin this paper was Vinokur-Kaplan’s (1977), Family planning decision 
making : analysis of parent considerations. 
The results of the data were analyzed by six factors : social acknowledgement,new experiences，巴co-
nomic load,kin pr，巴servation,freedomres仕aint，如dresponsibility. 
Additionaly ,related factors included : y巴arswith the firstchild after marriage,number of children, 
moth巴r’sage,mother's academic backgrounds,father’s age,fath巴r'sacademic backgrounds,and whether 
th巴motherwas a housewife or working outside白巴home.
Key words : consideration,mother,paient,to hav巴children
抄録
この研究の目的は、子どもを持つことの母親の意識と親の諸要因との関連性を分析検討する
ことである。
調査は、札幌幌南病院の小児科病棟に依頼した。母親に調査の主旨を説明の上、同意を得ら
れた者に質問紙を手渡し記入後に回収した。調査対象は、0歳から 6歳までの子どもを養育し
ている母親185名、 質問紙の配布数は200部、回収数は200部、有効回収数は185部で有効回収率
は92.5%である。子どもを持つことに関しての質問項目はVinokur-Kaplan,D. の 「Family
planning decision making : analysis of pa陀nts’consideration」を用いた。測定尺度を 1点から4点
まで点数化して因子分析を行い、抽出された因子軸をVarimax回転した後に因子の解釈を行っ
た。
因子分析の結果6因子が抽出された。第l因子を「社会的認知感」因子、第2因子を 「新体
験感」因子、第3因子を「経済的負担感」因子、第4因子を 「血縁保持」因子、第5因子を
「自由拘束感」 因子、 第6因子を「責任感」因子と名付け各々考察を加えた。各因子得点と要
82 加藤：子どもを持つ母親の意識の違いに関連する諸要因の考察
因との関連性は、養育している子どもの数、母親の年齢、母親の教育背景、母親の職業の有無
などと関連性がみられる。
I はじめに
我が国の出生数は低下の一途を辿っており、人口が一定に保持される指標である合計特殊出
生率は平成10年が1.38、平成11年が1.34と最低を記録し続けている。都道府県別でも、北海道
は平成11年では1.20と東京都の1.03に次いで、低かったI)。
出生数減少の影響は高齢化社会に拍車を掛けると共に若手労働力の不足や国の活力が減退す
る等の指摘が成されている。このような出生数減少の背景には、若い人たちの結婚観さ らに子
どもを持つことに対しての意識の変化が多大な影響を与えていると思われる。 そこで今回、 0
歳から 6歳までの子どもを養育している母親185人を対象に、子どもを持つことに関する意識
および影響を与える親の諸要因について調査を行い検討を加えた。
E 調査方法
調査方法は、 札幌幌南病院の小児科病棟に研究を依頼した。母親に調査の主旨を説明の上、
同意を得られた者に質問紙を手渡し記入後に回収。
子どもを持つことの意識についての質問項目はVinokur-Kaplan,D.の価値モデル2）を用い
たO 測定尺度は、「非常に重要である」を4点、「少し重要であるJを3点、「あまり重要でないJ
を2点、「全く重要でない」を 1点と点数化して因子分析を行い、抽出された因子軸をVarimax
回転した後に因子の解釈を行った。
分析には、HALBAUVersion5. 37を用い、質問紙のCronbach信頼性係数は0.792である。
調査期間は平成11年5月1日～同年10月31日まで。
質問紙の配布数は200部、回収数は200部、有効回収数は185部、有効回収率は92.5%。
E 結果
1.対象の属性
子どもの出生順位別構成は、第一子が88人（47.6%）と最も多く、 次いで第二子が80人 （43.2 
%）、第三子以上が17人（9.2%）である。
母親の年齢は（表l）、 30～34歳が最も多く84人 （45.4%）、次いで25～29歳で51人 （27.6 
%）、最小年齢が17歳、最大年齢が43歳、平均は31.0±4. 3歳である。
83 
表1 母親の年齢
人数（%）
15～19歳 1 ( 0. 5)
20～24歳 13(7.0) 
25～29歳 51(27.6) 
30～34歳 84 (45. 4)
35～39歳 31(16.8) 
40歳以上 5 ( 2.7) 
母親の職業の有無と就労形態は （表2）、有職者が49人 （26.5%）、専業主婦が136人 （73.5
%）で専業主婦が7割強を占めている。就労形態は、フルタイムで仕事に就いている者が29人
(59. 2%）、パートタイムが15人（30.6%）、家業を手伝っている者が5人（10.2%）で、フル
タイムで仕事に就いている者が6割弱を占めている。
有職者
専業主婦
表2 母親の職業の有無と就労形態
49(26. 5%) 
136(73. 5%) 
フルタイム
パートタイム
家業の手伝い
人数（%）
29(59.2%) 
15(30. 6%) 
5 (10. 2%) 
母親の教育背景は （表3）、 高等学校卒業が64人（34.6%）と最も多く、次いで専門学校
が50人（27.0%）、短大が46人（24.9%）、大学・大学院が15人（8.1%）である。
表3 母親の教育背景
人数（%）
中学校 10( 5.4) 
高等学校 64(34.6) 
専門学校 50(27.0) 
短期大学 46(24.9) 
大学 ・大学院 15(8.1) 
父親の年齢は（表4）、母親と同様に30～34歳が最も多く73人（39.5%）、次いで35～39歳で
44人（23.8%）、 最小年齢が19歳、 最大年齢が47歳、平均が32.8±5.1歳である。
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表4 父親の年齢
人数（%）
15～19歳 1 ( 0. 5) 
20～24歳 41( 2.2) 
25～29歳 41 (22. 2)
30～34歳 73 (39. 5) 
35～39歳 44(23.8) 
40歳以上 17( 9.2) 
無解答 5 ( 2. 7) 
父親の教育背景は （表5）、大学 ・大学院卒業が74人（40.0%）と最も多く、 次いで高等学
校が73人（39.5%）、専門学校が24人 （13.0%）である。
表5 父親の教育背景
人数（%）
中学校 9( 4. 9) 
高等学校 73 (39. 5) 
専門学校 24(13. 0) 
短期大学 5( 2.7) 
大学 ・大学院 74(40.0) 
父親の職業は（表6）、会社員が114人 （61.6%）と最も多く 、次いで公務員が38人 （20.5 
%）で会社員と公務員が全体の8割強を占める。
表6 父親の職業
人数（%）
会社員 114 (61. 6) 
公務員 38(20.5) 
団体職員 7 ( 3. 8) 
自営業 16(8.7) 
そのイ也 10( 5.4) 
家族構成は（表7）、核家族が166人（89.7%）と最も多く9割弱を占めており、国民生活基礎調
査3）における核家族（夫婦と未婚の子のみの所帯） の割合34.4%と比較して高い割合を占める。
表7 家族構成
人数（%）
7 ( 3.8) 
4 ( 2.2) 
母親の親と同居
父親の親と同居
核家族 166 (89. 7) 
祖父母と同居
2世帯家族
2 ( 1.1) 
6 ( 3.2) 
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世帯の所得は（表8）、350～450万円未満が43人 （23.2%）と最も多く、次いで450～550万
円未満が38人 （20.5%）で、 全体的に550万円未満が半数を占めている。
表8 世帯所得
350万円未満
350～450万円未満
450～550万円未満
550～650万円未満
650～1000万円未満
1000万円以上
人数（%）
29 (15. 7) 
43(23.2) 
38 (20. 5)
30(16.2) 
35(18.9) 
10( 5. 5)
結婚から第一子を持つ迄の年数は （表9）、0～2年が147人（79.5%）と最も多く 、次いで
3～5年で29人(15.7%）、全体的に5年以内に第一子を持った者が9割強を占める。最長は11
年で、平均は1.8年である。国立社会保障 ・人口問題研究所の調査4）では、結婚後15～19年経
過した夫婦が第一子を持つ迄の年数の平均は1.6年である。その報告と比較して大差はない。
表9 結婚から第一子を持つ迄の年数
人数（%）
0～2年
3～5年
6～8年
9～11年
147(79.5) 
29(15.7) 
8( 4.3) 
1 ( 0. 5) 
これら属性聞の関連性は、母親の年齢と子どもの数との関連性はPearsonの偏差積率相関係
数で正の相関性が認められる（R二 0.279, p<O. 01）。即ち、母親の加齢に従って養育している
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子どもの数が多くなる。また、父親の年齢と子どもの数との関連性でも同様に正の相関性が認
められる （R=O. 338, p<O. 01）。
母親の職業の有無と子どもの数との関連性は、有職者群が1.37人、専業主婦群が1.72人と専
業主婦の方が有意に多かった（p<O.01）。母親の教育背景と第一子を持つ迄の年数は、高学歴
になるに従って有意に長くなり （p<O.01）、高学歴の母親は第一子を持つ年齢が高いことが示
唆される。更に、子どもの数は有意差は認められないが高学歴になるに従って少なくなる傾向
がみられる。
母親の職業の有無と母親の教育背景との関連では、有職者は専門学校卒業以上の者が75.5
%、 一方専業主婦は中学 ・高校卒業の者が45.5%を占める。従って、高学歴の方に有職者が多
いと言ょう （χ＇＝9.95, p<O. 05）。世帯所得は、母親が有職者の世帯は550万円以上を占める割
合が53.1%なのに対して、 母親が専業主婦の方は36.0%である。従って、母親が仕事に就いて
いる者の方が世帯所得が高いと言える。
他の属性聞においては有意性のある関連性は認められなかった。
2.因子分析による結果
因子分析による結果は表10に示す通りで、 6因子抽出された。
第l因子では、地域や社会に貢献する（0.715）、社会から一人前の大人として認められる
(0. 633）、女性としての機能を果たす（0.583）、よりよい人として道徳的に進歩する
(0. 582）、社会活動を増やし人との関係を広げる（0.502）などの項目に高い負荷量を示したの
で、この因子は子どもを持ちその子どもを通して社会とのつながりが出来るとの意識が表れて
いることから 「社会的認知感」因子と名付けた。
第2因子では、楽しい経験をする（0.659）、子ども達に固まれ幸せだと感じること
(0.619）、夫婦の粋を強める（0.586）、健康でエネルギッシュである ことが必要である
(0. 477）などの項目に高い負荷量を示したので、この因子は新しい経験に対する高揚感が表れ
ていることから「新体験感J因子と名付けた。
第3因子では、子どもの教育費について負担に思う（0.883）、子どもの養育費全般について
負担に思う（0.878）、満足できる生活水準を維持できなくなる（0.458）などの項目に高い負
荷量を示したので、この因子は子どもを養育する上で全般的な経済的負担感が表れており「経
済的負担感」因子と名付けた。
第4因子では、、 老後の安心を得る（0.548）、夫婦の時聞が減少する （0.532）、 家の跡継
ぎ、自分の生き方考え方を受け継がせる（0.489）、自分が望む性別である （0.470）などの項
目に高い負荷量を示したので、この因子は自分の老後の生活への思いと家系を継続していきた
い意識が表れており「血縁保持」因子と名付けた。
第5因子では、あなた自身の自由や好きなことをする時聞を妨げる（0.681）、あなた自身の
労働負担が大きくなる（0.608）、好きな仕事を続けられなくなる（0.564）などの項目に高い
負荷量を示したので、この因子は子どもを養育する上で自由に使える時間及び精神的に束縛さ
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表10 子どもを持つことの意識に関する因子分析： Varimax回転後の因子負荷量（直交回転）
変 数名 因子l因子2因子3因子4因子5因子6共通性
14.地域や社会に貢献する 0.715 0.131 0.048 0.120 0.001 0.047 0.547 
10.社会から一人前の大人と して認められる 0. 633 0. 166 0.140 0. 155 0. 050 0.110 0. 487 
15. 女性と しての機能を果たす 0. 583 0. 093 0. 055 0. 20 0. 070 0. 045 0. 400 
9. より よい人として道徳的に進歩する 0. 582 0.177 0.115 -0. 089 0. 097 0. 245 0. 461 
8.社会活動を増やし人との関係を広げる o. 502 0. 340 0. 012 0. 011 -0.108 0. 305 0. 473 
5. 楽しい経験をする 0.194 0. 659 0. 099 -0. 018 -0. 120 -0. 067 0.499 
4.子ども達に固まれ幸せだと感じること 0. 072 0. 619 0. 015 0. 137 -0. 027 0.122 0.423 
6.夫婦の紳を強める 0. 240 0. 586 -0.144 0. 099 -0. 053 0.146 0. 455 
3.健康でエネルギッシュであることが必要である 0.214 o. 477 0.004 。目118 0. 036 -0. 074 0.292 
2.家族など他人のことが考えられる 0.257 0. 364 0. 123 -0. 054 0.100 0. 228 0.278 
7.新 しい経験をする 0. 275 0. 340 0. 094 。.039 0.109 0. 292 0. 294 
13.子どもにはきょうだいが必要である 0. 168 0. 370 0. 009 0.100 0. C60 0.136 0.197 
11. 子どもの教育費について負担に思う 0. 046 -0. 038 0. 883 0. 011 0目070 0.004 0.789 
12.子どもの養育費全般について負担に思う 0. 043 -0. 062 o. 878 0. 034 0. 151 -0. 0お 0.801 
25.満足できる生活水準を維持できなくなる 0. 043 0.122 o. 458 0. 412 0. 329 0.119 0. 518 
22. 老後の安心を得る 0.280 0.078 0. 072 o. 548 0. 033 ・0.108 0.4C3 
24. 夫婦の時聞が減少する 0. 008 0. 099 0. 063 0.532 0.320 0.017 0.399 
21.家の跡継ぎ、自分の生き方考え方を受け継がせる 0. 258 0. 033 0.029 0. 489 0. 062 0. 173 0. 341 
20. 自分が望む性別である 0.113 0.059 0.062 o. 470 0. 002 0.198 0.384 
16.あなた自身の自由や好きなことをする時聞を妨げる 0.020 ・0.135 0.203 0.047 0.681 0.046 0.528 
17.あなた自身の労働負担が大きくなる
26.好きな仕事を続けられなくなる
23.よい親になれるかという心配が増す
1.子どもを育てる責任感が持てる
0. 022 0. 064 0. 278 0. 073 0. 608 -0. 085 0. 464 
-0. 016 0. 002 0.194 0. 088 0. 564 -0. 001 0. 364 
-0. 25 0. 224 0.163 0. 266 0. 367 0. 076 0. 288 
0. 240 0. 062 0. 098 -0. 006 0. 060 o. 499 0. 324 
18.子どもとの時間が持てる 0.158 0. 266 -0.123 0. 059 ・ 0. 177 0. 402 0. 307 
19.新しい生命を誕生させたという気持ちが持てる 0. 313 0. 002 -O. lll 0. 357 0. 073 0. 364 0. 384 
因子負荷量の2乗和
因子の寄与率（%）
累積寄与率（%）
2. 505 2. 162 2. 088 1. 678 1. 636 1. 025 
9. 635 8. 314 8. 030 6. 454 6. 291 3. 942 
9.635 17.947 25.978 32.432 38. 723 42.665 
※絶対値が0.4以上のものをを太字で示した。
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れることに対して強い逼迫感が表れており「自由拘束感」 因子と名付けた。
第6因子では、子ども を育てる責任感が持てる（0.499）、子どもとの時聞が持てる
(0.402）などの項目に高い負荷量を示したので、この因子は子どもを養育する責任感が表れて
おり「責任感J因子と名付けた。
3.各因子得点と要因との関連性
1 ）子どもの数との関連性では、 表11に示すよ うに第3因子得点 （経済的負担感因子）が1
人の子どもより、2人以上の子どもを養育している方が有意に高かった。
表1 第3因子得点×子どもの数
l人 2人以上 有意性
平均 -0.157 0.142 t=l.116 
SD 0.894 0.945 ＊ 
* p<0.05 
2）母親の年齢との関連性では、表12に示すよ うに第3因子得点 （経済的負担感因子）と正
の相関性が認められる。
表12 第3因子得点×母親の年齢（Pearsonの単相関係数と無相関の検定）
母親の年齢
因子1) 
0.063 
因子2)
0.021 
因子3)
0.145 
＊ 
* p<O. 05 
因子4)
← 0.107 
因子5)
0.065 
因子6)
0.103 
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3）母親の職業の有無との関連性では、表13に示すように第4因子得点 （血縁保持因子）が
専業主婦の方が有意に高かった。
第13 第4因子得点×母親の職業の有無
有職者 専業主婦 有意性
平均 0.176 0.142 t= 1. 719 
SD 0.6日 0.890 ＊ 
* p<0.05 
4）母親の教育背景との関連性では、一元配置分散分析の結果、表14に示すよう に第3因子
得点（経済的負担感因子）が大学・ 大学院より専門学校卒業の方が有意に高かった。
第14 第3因子得点×母親の教育背景
中学 高校 専門学校 短大 大学 ・大学院
＊＊ 
平均 0.083 -0.032 0.109 0.232 0.994 
SD 1. 311 0.924 0.835 0.832 0.473 
* * p<0.01 
5）父親の年齢との関連性では、表15に示すよう に第3因子得点 （経済的負担因子）と正の
相関性が認められる。
表15 第3因子得点×父親の年齢（Pearsonの単相関係数と無相聞の検定）
父親の年齢
因子1) 
0.021 
因子2)
0.138 
因子3)
0.157 
＊ 
* p<0.01 
因子4)
-0.0弘
因子5)
0.127 
因子6)
-0. 041 
6）母親が第一子を持つまでの年数との関連性では、表団に示すように第5因子得点（自由
拘束感因子）がO～2年より 3～5年の方が有意に高かった。
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表16 第5因子得点×子どもを持つまでの年数
O～2年 3～ 5年 6～8年
l 
平均 -0.094 0.435 0.095 
SD 0.847 0.756 0.443 
* p<0.05 
各因子得点と要因との関連性をまとめたのが表17である。
表17 各国子得点と関連要因
因子名 ｜ 要 因
第3因子得点
（経済的負担感因子）
第4因子得点
（血縁保持因子）
第5因子得点
（自由拘束感因子）
養育している子どもの数
母親の年齢
母親の教育背景
父親の年齢
母親の職業の有無
母親が第一子を持つまでの年数
U 考察
1.因子分析による検討
9～11年
0.441 
0.000 
本稿は、O～ 6歳までの子どもを養育している母親を対象として、子どもを持つことについ
ての意識を知ることを目的として行ったが、因子分析の結果6因子抽出された。
第l因子には「社会的認知感」因子が抽出された。
国立社会保障 ・人口問題研究所の独身者の結婚と出産に関する調査では5）、結婚の利点に
「自分の子どもや家族を持てるjと回答した女性は35.0%、男性は24.0%と低い割合である。
だが、「結婚したら、子どもは持つべきだ」との回答では女性は71.5%、男性は77.9%と高い割
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合を占める。この結果から、結婚と子どもを持つことは別だけれど、男女ともに結婚という社
会的制度を通じて子ども持つことに対しては高い志向が窺える。
子どもを持つことが結婚の目的ではないが、結婚したら子どもは欲しいという意識が内包さ
れているのではないかと思われる。従って、結婚して子ども を持つことは個人的な問題であ
り、子どもを持つことに関しての対社会的な側面というのは子どもを持つ前に形成される もの
ではなく 、子どもを養育する過程で認識され醸成されていくものではないかと も考えられる。
加えて、子育てを通じて社会活動を増やし人との関係が広がると意識していることも第l因
子から読みとれる。広岡守穂引は、父親として育児に関わった経験から 「子どもを通じて幾何
級数的に地域に顔見知りが増えた。」と子育てを通じて人との関係が広がったこと を述べてい
る。母親もまた同様の思いを抱くのではないだろうか。「子どもを持つことによって地域社会と
のつながりは増える」との回答が多々寄せられたことからも子どもを養育している母親の意識
としてはむべなるかなと考えられる。
第2因子に「新体験感」因子が抽出された。
子育てにマニュアルはなく毎日が新しい体験の連続であると答える母親は多くみられる。本
稿でも、 第一子を養育している母親が特にその傾向がみられた。先の広岡も、「まだ言葉も十分
修得していなかった子どもが、やがて寝返りを打ち、言葉をしゃべり、 大人と心理的な駆け引
きをするようになるといった発達の過程に接することが、まるで大自然の驚異を間近に目撃す
るかのように感じられたJ7）と子育ての過程で経験した体験を新鮮な驚きを込めて述べてい
る。
第3因子に「経済的負担感」因子が抽出された。
現在の少子化の要因には教育費など子どもを育てるのに経済的に困難と訴える者が増加して
いるとの調査報告がある九更に、北海道の 「少子化に関する道民意識等調査jでは9）、出産 ・
子育ての経済的支援を求める回答が6割弱を占め、経済面で、の余裕の無さが出産 ・子育ての大
きなネックになっていることが指摘されている。
では、実際にどのようなことに対して負担感を強く抱いているのであろうか。乳幼児を持つ
母親を対象とした北海道の調査団では、幼稚園 ・保育所の保育料、学資保険 ・生命保険料、子
どもの衣服等に対して親の負担感が高いことが報告されている。 筆者が、旭川市で行ったI歳
6カ月児を養育している母親の育児についての経済的援助に関する研究l.＇で最 も要望が高かっ
たのは乳幼児医療費助成についてであった。乳幼児医療費助成は、子育て環境の充実を図ると
共に過疎地では少子化に歯止めをかけたいとの方策から設けられている制度である。道内で
は、出生から中学校卒業までを無料にしている町村もあり地域格差がみられる。 札幌市では、
所得制限無しでO～5歳児が入院と通院が無料、入院の場合5歳児までが無料となっている。
筆者のはl歳6カ月児を養育している母親を対象とした調査のため、この時期は子どもが風邪
など病気に掛かりやすいことなどもあり医療費助成への援助の要望が高かったのではないかと
も推察できる。
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しかしながら、広岡は子どもが小児端息、アトビーだったため医療費の負担は強かったと同
様なことを述べており、子どもが病気である場合もさることながら子どもの成長に伴い教育費
及び生活に要する全般的な費用等に対する親の経済的負担感は看過出来ないと考えられる。従
って、経済的負担感に対する意識が強く反映した結果なのではないかと読みとれる。
第4因子に「血縁保持」因子が抽出された。
HOFFMANとMANIS12＞における国別の子どもを持つ価値観についての研究では、子どもを持
つ理由として社会保障が整備されているか否かによって相違がみられ、社会保障が整備さてい
ない国ほど老後を子どもに経済的並びに精神的に依存する意識が高いと述べる。我が国の場
合、年金等社会保障の整備を鑑みれば老後を経済的に子どもに依存する親は多いとは思われな
い。従って、老後の安心を得る意識と言うのは経済的な側面ではなくて、家系が途絶えること
なく継続していきたいとの思いが反映した結果なのではないかと読みとれる。
子どもを持つ動機の研究に、長期にわたって不妊治療を受けている夫婦を対象とした研究が
あるので加えておきたいゆ。 子どもが欲しい理由として、「子孫を残したい」との回答が妻で4
4.0%、夫で48.0%と血縁を保持したい意識は不妊治療においては高い意識として表れてい
る。
第5因子に 「自由拘束感」因子が抽出された。
結婚と出産に関する全国調査では14）、独身男女の独身でいる理由の調査では、「行動や生き方
が自由」と回答した者が最も多くを占め男性で66.0%、女子で70.0%であった。このことは、
男女ともに結婚して子どもが生まれ子育てに追われると自由に使える時聞が少なくなるあるい
は無くなることへの強い危倶感が窺える。即ち、 子どもを持ち子育てに関わることへの拘束感
と抵抗感が強いということが示唆される。
今回の調査でも、「子どもが病気の時仕事を休まなければならないので拘束感が強いJとフル
タイムで就労している母親から意見が寄せられた。筆者の研究同では子どもが病気の時仕事を
休んで看病する父親は、母親が有職者の場合で23.5%、専業主婦で14.5%である。専業主婦に
比べて、有職者の夫の方が仕事を休んで看病する割合が高いがそれでも全体的にみれば非常に
少ないと言えよう。子どもが病気であっても仕事を休むことが困難な仕事中心の父親像が窺え
る結果である。
従って、子どもの体調が悪い時は母親が仕事を休んで子どもを看病しているかあるいは病院
を受診しているかどちらかであろうと推察される。更に、子どもが入院と もなればその拘束感
は更に増大するであろうことは想像に難くない。病気の子どもを置いて仕事に行けない拘束
感、そして仕事への責任との板挟みで苦悩する母親が垣間見える。時には独身の友達をうらや
ましく思い、 子どものことを忘れて時間に追われることなく過ごしてみたいとの願望を持つこ
とは多くの母親が抱く共通の思いではないだろうか。有職者あるいは専業主婦、子どもが健康
あるいは病気に拘わらず独身時代のように時間的にも精神的にも自由にならない意識が反映し
た結果なのではないかと読みとれる。
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第6因子に「責任感」因子が抽出された。
子どもを養育する責任感については、筆者の調査16）でも子どもの発達、成長についての心配
りあるいは子どもの状況の把握に努めようとする母親の意識として抽出されている。そして、
第一子を養育する母親と第二子以上を養育する母親とでは責任感に差がみられ、第二子以上の
複数の子どもを養育している母親の方が責任感を強く抱いている。これは、父親の育児への関
与が第一子ほど多くはない状況に加え、一人で複数の子どもの養育に責任を負わなければなら
ないことから生じるのではないかと考えられる。
2.各因子得点と要因との関連性の検討
各国子得点と要因との関連性は、第3因子である「経済的負担感」因子、第4因子である
「血縁保持J因子、第5因子である「自由拘束感」 因子と要因との聞に関連性がみられた。
第lに、「経済的負担感」因子は、養育している子どもの数、母親の年齢、母親の教育背景、
父親の年齢等との聞に関連性がみられる。養育している子どもの数との関連性は、1人より 2
人以上複数の子どもを養育している者の方が有意に高かった。このことは、 子どもの将来まで
見据えた場合教育費等子どもに掛かる諸経費は1人よ りは2人以上になると経済的負担感が強
くなることを示している。
母親の年齢との関連性は、母親の加齢とともに経済的負担感が強くなる。20代の母親の中で
第一子が占める割合は67.7%、30代の母親では36.7%である。 第二子以上の占める割合は30代
で63.1%である。従って、母親の加齢ともに養育する子どもの数が増えていることが分かる。
先述したように、養育している子どもが増えると経済的負担感が強くなること と符合する結果
と思われる。父親の年齢においても同様のことが言えよう。
母親の教育背景との関連性は、大学 ・大学院よりも専門学校卒業の方が経済的負担感が強か
った。母親の教育背景別に世帯年収をみてみると、大学 ・大学院卒業は年収が550万円以上を
占める割合が93.3%、一方専門学校卒業の方は44.0%である。即ち、大学 ・大学院卒業の方が
世帯年収が多いことが分かる。このことが、専門学校卒業の方が経済的負担感が強い結果に反
映しているのではないかと考えられる。
第2に、「血縁保持」因子が母親の職業の有無との聞に関連性がみられ、専業主婦の方が有職
者より血縁保持意識が高かった。このことは、有職者の方は経済的にも精神的にも自立してお
り自己実現意識が高いと思われる。従って、自分が叶えられなかった思いを子どもに託すると
いうことが専業主婦に比べて低いことが影響を与えているのではないかと考えられる。
第3に、「自由拘束感J因子は母親が第一子を持つまでの年数と関連性がみられる。結婚後2
年以内に第一子を持った者はそれほど拘束感は強くないが、3年以上だとその思いは強く なる
ことが示唆される。結婚後、夫婦2人だけの生活が続きそれに慣れ過ごしていると、子どもが
生まれ子ども中心の生活へと大きく変化することへ拘束感が作用するのではないかと推察され
る。
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V おわりに
以上、札幌市で子どもを持つ意識について母親を対象に調査を行った。興味深い結果も多く
得られた。しかしながら、子どもを持つと言うことは個々人の価値観が強く反映しており、更
に非常にデリケートなことがらであることから調査が難しい側面もあったO
女性の生き方として、「子どもを産む」という lつの確かな価値観が存在した時代からみれ
ば、現在の少子化というのは女性の生き方に選択の幅があり、 それが家族を含め周囲からあま
りプレッシャーを受けることなく選択出来るという背景が色濃く反映しているようにも思われ
る。
最後に、調査を通して若干の知見が得られたので次回の研究課題と して更に深めていきたい。
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